
平成 28 年(2016 年)7 月 13 日 

岩波科学 2016 年 7 月号の島崎邦彦氏の「最大クラスではない日本海『最大クラ

ス』の津波―過ちを糺さないままでは『想定外』の災害が再生産される」への

コメント 

 

はじめに 

岩波科学 7 月号の島崎論文 1)は「国が各県の統一モデルとして定めた日本海『最

大クラス』の津波は、過少に評価されている」と主張しているが、その主たる

理由を、入倉・三宅(2001)2)による内陸地殻内地震の震源パラメータのスケーリ

ング則は、2016 年熊本地震で過小評価が明らかになった、としているのは誤っ

た理解に基づいている。 

 

入倉・三宅(2001)2)のスケーリング則の研究は、科学論文として査読付きの科学

誌「地学雑誌」に掲載されている。破壊域面積と地震モーメントの経験的関係

式は、強震動データを用いた波形インバージョンによる断層すべり分布に基づ

く震源パラメータ(Miyakoshi et al., 20003); Somerville et al., 19994)) および 地表

断層変位分布など地質・地形学的アプローチや余震域など地震学的アプローチ

で収集されてきた震源パラメータ・カタログ（Wells and Coppersmith,1994)5）の両

方を考慮して導かれたものである。 

 

その後、宮腰・他(2015)6)は、1995 年兵庫県南部地震を契機として整備された高

密度の強震動観測網で得られた日本国内の内陸に発生した大地震の強震動デー

タを用いた波形インバージョンによって得られた断層すべりモデルを用いて、

入倉・三宅(2001) 2)の経験的関係式の有効性を確認している（詳細は後述）。その

成果は、日本地震工学会論文集に査読付き論文として発表されている。そのほ

か、日本地震学会「地震」の田島・他(2013)7)や国際誌(PAGEOGH）に掲載され

た Murotani et al.(2015) 8)でも、その有効性が検証されている。 

 

島崎論文は、「入倉・三宅 (2001)2」式は 2016 年熊本地震で震源の大きさや断層

のずれを過小評価する」ことが明らかになったと主張しており、その根拠とし

て、熊本地震について国土地理院が測地データによる均質すべり震源モデルを

仮定して推定した暫定解 9)を使用している。入倉・三宅(2001) 2)は強震動記録や

遠地記録など seismic data（地震学的データ）に基づいて震源断層の断層すべり

が不均質であることを前提に、震源断層の大きさや強震動を出す領域の大きさ

を評価している。このことは、島崎論文が入倉・三宅(2001) 2)で取り扱っている



地震学的データに基づく不均質震源モデルを無視した議論と結論を導いている、

ことになる。 

 

即ち、岩波科学 2016 年 7 月号の島崎論文は、2016 年熊本地震の震源モデルにつ

いて、入倉・三宅(2001) 2)のスケーリング則と比較するには不適切な解析結果の

みを引用して、恣意的な結論を誘導している可能性がある。 

 

2016 年熊本地震(M 7.3)の震源モデル 

2016 年 4 月 16 日に熊本県の布田川・日奈久断層帯において発生した M7.3 の熊

本地震は、熊本市および大分県を中心とした市町村に大災害をもたらした。こ

の地震は震源近傍で強震動だけでなく GNSS 観測や InSAR 観測により、震源断

層に関する詳細なデータが記録された。 

 

2016 年熊本地震の強震動データを用いた波形インバージョン解析結果の例が図

1～図 3 に示される。久保・他(2016) 10)は、K-NET、KiK-net、F-net の 27 観測点

の強震動記録を用いて波形インバージョンを行い、図 1 に示される断層すべり

分布を求めた。震源断層モデルの長さは 56 km、幅 24 km で、推定されたすべり

の大きい領域は震源から北東へ 10km から 30km の領域にあり、東端は阿蘇山付

近まで及んでいる。浅野(2016) 11)は震源域周辺の 15 観測点の強震動記録を用い

て、日奈久断層帯、布田川断層帯に沿った 2 枚の震源断層面を設定し、波形イ

ンバージョンを行い、図 2 に示される断層すべり分布を求めている。吉田・他

(2016) 12)は、震源域周辺の 24 観測点の強震動記録を用いて、日奈久断層、日奈

久断層から布田川断層へ移行する断層面、および布田川断層に沿った 3 枚の震

源断層面を設定し、波形インバージョンを行い、図 3 に示される断層すべり分

布を推定している。これらの断層すべり分布は、断層面で一様ではなく不均質

なすべり分布を示し、破壊域の広がりは、国土地理院の均質すべり断層モデル
9)に比べてはるかに大きくなっていることがわかる。 

 
図 1．近地強震記録を用いた平成 28 年（2016 年）熊本地震（4 月 16 日 1 時 25 分、M7.3）の 

震源インバージョン解析（2016/5/12 改訂版）． 

久保・鈴木・青井（防災科技研）・関口（京大防災研） 



 

 
図 2． 「平成 28 年（2016 年）熊本地震」の本震（M 7.3）の震源過程 

（2016/5/13 改訂版）. 浅野(京大防災研） 

 

 
図 3． 2016 年熊本地震(M 7.3)の震源過程（2016/6/21 版） 吉田・他（地盤研） 

 

島崎論文は、入倉・三宅(2001) 2)で用いている強震動データの解析結果ではなく、

国土地理院の測地データによる均質断層モデルの暫定解 9)（断層面積 333 km2 – 

416 km2）とのみ比較して、入倉・三宅(2001) 2)式は熊本地震に適用できないと主

張しているが、国土地理院は、島崎論文で引用している方法だけでなく、図 4

に示す通り SAR(だいち 2 号)および GNSS で観測された測地データを用いて、布

田川断層帯および日奈久断層帯に震源断層面を設定してインバージョンにより

不均質すべり分布の推定も行っている 13)。結果として推定された断層すべりは

不均質な分布を示すとともに、布田川断層帯および日奈久断層帯の震源断層を

合わせると全断層面積は約 1,200 km2（これは解析用に設定された破壊域面積で、

実際のすべり域はこれよりやや小さいと考えられる）に及んでいる。この事実

は、強震動データでも測地データでも、断層面上の不均質なすべりを考慮すれ

ば、ほぼ同じ解が得られることを示している。 

 



 

 
図 4．SAR（だいち 2 号）及び GNSS で観測された地殻変動から、布田川断層帯および 

日奈久断層帯に推定された平成 28 年熊本地震のすべり分布モデル（暫定） 

上：断層モデルの位置と GNSS データ(観測値・計算値)．下：推定された断層面上の滑り分布 

 

震源パラメータのスケーリング則の検証 
宮腰・他(2015)6)は、1995 年兵庫県南部地震以降に発生した国内の内陸地殻内地

震の強震動データを用い、それらの震源インバージョン解析で得られた断層面

上での不均質すべり分布に基づいて破壊域面積 S と地震モーメント Mo の関係

を再検証している（表１、図 5）。破壊域面積は震源インバージョン解析による

断層面上の不均質すべり分布に基づき、一定の規範（Somerville et al., 19994））

でトリミング（＃）を行って評価されたものを用いている。地震モーメントは

長周期域でより高い精度をもつ F-net の震源情報を参照している。対象地震に対

して複数の震源インバージョン結果がある場合、震源パラメータは常用対数幾

何平均値としている。 

 

 



表１．2016 年熊本地震(M7.3)の強震動記録を用いた波形インバージョン解析により 

推定された震源パラメータ 

 
 

 

図 5．内陸地殻内地震の破壊域面積 S と地震モーメント Mo の関係（宮腰・他(2015)に加筆）。

2016 年熊本地震(M7.3)の平均破壊域面積は▲で示される。 

 

図 5 に示される内陸地殻内地震の破壊域面積と地震モーメントの関係には、2016

年熊本地震（M7.3）も加筆されている。2016 年熊本地震については、先に示し

た強震動データのインバージョン結果に基づいて破壊域面積が評価されている。

吉田・他(2016)12)の破壊域面積についてはトリミングを行った結果を用いている

が、久保・他(2016) 10)および浅野(2016) 11)については、ウエブサイトで公表され

ているインバージョン解析で設定された震源断層面積を破壊域としている。破

壊域面積は、地震モーメントが 7.5E+18 [Nm] (Mw 6.5)よりも小さい地震に対し

て Somerville et al.(1999) 4）の関係式、それより大きい地震に対しては、2016 年熊

本地震(M 7.3)を含めて、入倉・三宅(2001) 2)の経験的スケーリング則と調和的で

ある。 

 

地震モーメント Mo は、破壊域面積 S、破壊域における平均すべり量 D、震源断

Mo_inv Mo(F-net)

Nm Nm

久保・他(2016)10) 5.30E+19 56 24 1344 1.24*

浅野(2016)11) 4.67E+19 42 18 756 1.94*

吉田・他(2016)12) 6.73E+19 60** 20 1200 1.74

*剛性率を3.18x1010[N/m2]と仮定して、震源インバージョンの地震モーメント(Mo_inv)及び断層面積から推定
**トリミングされた断層長さ

106820.5 1.61

Width

km

Rupture area

km2

Av. slip

m

2016年熊本地震（M7.3） 4.42E+19

地震名 引用文献

52.1

Length

km



層面における平均的な剛性率μで以下の式で表される。 

Mo = μDS 

上の関係から得られた内陸地殻内地震の平均すべり量 D と地震モーメント Mo

の関係は図 6に示される。2016年熊本地震に対して得られる平均すべり量は 1.24 

– 1.87m である。平均すべり量も、地震モーメントが 7.5E+18 [Nm] (Mw6.5)より

大きい地震に対しては、入倉・三宅(2001)2)、宮腰・他(2015) 6)のデータ、および

2016 年熊本地震(M 7.3)を含めて Mo1/2 に比例して大きくなる傾向を示している。

2016 年熊本地震(M 7.3)の平均すべり量が特に大きい傾向はみられない。 

 

 

図 6. 内陸地殻内地震の平均断層すべり量 D と地震モーメントの関係（宮腰・他(2015)に加筆）。 

2016 年熊本地震(M7.3)の平均すべり量は▲で示される。 

 

（＃）トリミング：一般に波形インバージョンによる震源過程の推定（震源断

層上の時空間すべり分布推定）では、震源断層面を仮定して設定し、その断層

面上でのすべり分布を推定する。震源断層面の広がりは、直後の余震分布やセ

ントロイドモーメントテンソル解、地表断層情報などによって設定される。こ

の設定した断層面が震源断層モデルサイズとするのではなく、すべりの小さい

領域などを切り捨て（トリミング）て、ある程度の断層すべりが求められた領

域を、震源断層モデルサイズとしている。 

 

宮腰・他(2015)6)で指摘される武村式(1998)15)の問題 

宮腰・他(2015) 6)は、1995 年以降整備された強震観測網で得られる強震データに



よる日本国内の内陸に発生した大地震の震源インバージョン結果を多数収集し、

震源断層パラメータのカタログを作成している。宮腰・他(2015) 6)により得られ

た内陸地殻内地震のL – Mo関係が図7に示される。図には、Murotani et al. (2015)8)

によりなされた世界中の長大断層地震の強震動データの解析結果および Stirling 

et al. (2002)14)により収集された震源パラメータ（Mw が地震記録から評価され、

L と W の記載があるもの）もプロットされている。強震動記録の震源インバー

ジョン解析で得られた 2016 年熊本地震の L – Mo 関係が赤三角(▲)で加筆されて

いる。 

 

図 7 には、武村(1998)15)が用いているカタログの L – Mo 関係は白菱形マーク(◇)

で示されている。武村(1998)15)により得られた L - Mo の経験的関係式は、地震モ

ーメント 7.5E+18[Nm] より小さい地震に対して L は Mo1/3 に比例、7.5E+18[Nm]

より大きい地震に対して L は Mo1/２に比例して増加するが、地震モーメント

7.5E+18[Nm]を境に不連続となる式で表現されている。地震モーメント

7.5E+18[Nm]より小さい地震のデータをみると、武村(1998)15)で用いられている

データも宮腰・他(2015) 6)で収集されたデータも武村の経験式にほぼ沿うように

分布している。しかしながら、地震モーメント 7.5E+18[Nm] より大きい地震で

は、武村(1998)15)で用いられているデータは武村式に沿って分布しているのに、

宮腰・他(2015)6)で収集されたデータは顕著なずれを示している。 

 

比較のため、地震モーメント 7.5E+18[Nm] (Mw6.5) 以上の大地震に対して、松

田(1975)16)による起震断層長 L と気象庁マグニチュード M から換算された地震

モーメントの関係式（橋本, 2007）17)が緑線で示される。気象庁マグニチュード

M は、武村(1990) 18)による M と Mo 関係式を用いて、地震モーメント Mo に換

算された。松田(1975) 16)の起震断層が定義できる地震は、地震モーメントが

7.5E+18[Nm] より大きい地震に限られる。図 7 から明らかなように、地震モー

メント 7.5E+18[Nm] より大きい地震では、震源インバージョン結果を中心とし

た宮腰・他(2015)のカタログの L-Mo 関係は、2016 年熊本地震を含めて、一定の

ばらつきの範囲で松田(1975)16)からの換算式(橋本, 2007)17)によく一致している

が、武村(1998) 15)の L-Mo 関係とは系統的なずれがみられる。 

 



 

図 7．内陸地殻内地震の破壊域長さ L と地震モーメント Mo の関係（宮腰・他(2015)6）に加筆）。

2016 年熊本地震(M7.3)の震源断層長は▲で示される。 

黒線は武村(1998)15)の経験的関係式。緑線は松田(1975)15)による起震断層長 L と 

気象庁マグニチュード M から換算された地震モーメントの関係式（橋本, 2007）17)。 

 

宮腰・他(2015)6)は、松田式 16)と武村式 15)のずれの原因を調べるため、地震モー

メントが 7.5E+18[Nm]、すなわち Mw6.5 より大きい地震について、武村(1998)15)

が用いた地震の震源パラメータの推定の信頼性について、検証を行った。武村

(1998)15)は主に佐藤(1989)19)による震源パラメータのカタログに基づいている。

このカタログは地震学的計器観測が整っていない時代のデータが多く、震源パ

ラメータの評価の精度の検証が必要とされる。武村(1998) 15)が用いた Mw6.5 以

上の 10 個の地震のうち 6 個の地震については、その後、近地の地震記録を用い

た震源インバージョン解析など地震学的な詳細な検討がなされ、震源断層長や

地震モーメントなどの震源断層パラメータの再検証がなされている（例えば, 菊

地・他,199920）; Kikuchi and Sudo,198421）; Takeo and Mikami, 199022); Sekiguchi et al., 

200223); Kikuchi et al., 200324); Fukuyama et al., 200725); Murotani et al.,20158))。 

 

宮腰・他(2015)6)によって見直された 6 個の地震の内陸地殻内の震源断層長さ L

と地震モーメントの関係が図 7 に赤菱形(◆)で示され、見直し前と見直し後の値

の変化が赤矢印（➡）で示されている。再評価された断層長さはほとんどの地震

で武村(1998) 15)によるものに比べて長くなっている。これらの改訂された震源断

層長さ L と地震モーメント Mo の関係は松田(1975)16)の起震断層長のスケーリン



グ則とよく一致するとともに、本論文で収集・整理した国内の震源インバージ

ョン結果とも調和的である。 

 

おわりに 

2016 年熊本地震のような、将来、活断層帯に発生が想定される大地震の強震動

に対して、信頼性のある強震動予測を行うために、断層破壊域と地震モーメン

トの関係など震源パラメータのスケーリング則の研究は極めて重要である。こ

のスケーリング則については、近代的地震学の中心となる研究課題の１つとし

て国内外の多くの研究者により研究されてきた。破壊域面積と地震モーメント

の関係もスケーリングの 1 つとして重要な意味をもつもので、入倉・三宅(2001) 

2)により提案された経験的関係式の有効性は、その後の研究（田島・他, 20135); 

Murotani et al., 20156); 宮腰・他,20154)）で検証されており、2016 年熊本地震に適

用可能なことがわかってきた。 

 

破壊域面積と地震モーメントの関係は、単なる経験的関係ではなく、強震動予

測のためのパラメータ推定のベースとなる平均応力降下量に関係する式で、物

理的に重要な意味をもっている。一方、断層長さと地震モーメントの関係式は、

それだけでは物理的な意味はないが、断層長さは強震動の計算のためのパラメ

ータの１つとして不可欠な情報である。 

 

活断層の調査に基づいて、将来発生する地震のシナリオを想定して、強震動を

予測し、国および地方公共団体に防災対策の基礎資料として供するために、地

震調査委員会をはじめとして地道な努力が続けられてきた。 

 

予測の際の震源断層の設定に関して事前の地表情報から震源断層が特定できる

かどうかは極めて重要である。地表情報だけで真の震源断層の評価は困難な場

合があることは事実である。熊本地震については、事後の地表情報でも十分な

震源断層の長さの特定ができなかったことが、島崎論文で示される地表地震断

層の長さ（論文では 31km、産総研の調査では 34km）と強震動の解析から推定

される震源断層の長さ（42 – 60 km）との違いとして表れている、と考えられる。 

 

このような場合に対して、島崎氏は 2008 年の「活断層研究」26)に「地質図、重

力異常図を併用することにより、地下の弱面の存在とその全長を推定すること

ができ、震源の規模、あるいは最大規模も推定できると考えられる」と述べ、

解決策を提案している。島崎氏の上記の考えに対応して、地震調査委員会の長

期評価部会は 2010 年 11 月「活断層の長期評価手法」報告書 27)をまとめ、その



第 3 章で「新しい活断層評価方法」を提案している。地震調査委員会における

活断層評価はこの報告書 27)の考えに沿って行われている。 

 

地震調査委員会は、さらに上記のような活断層調査に基づいてシナリオ地震の

震源断層を特定して、入倉・三宅(2001) 2)により提案されたスケーリング則を用

いて強震動予測を行っている。この式は、活断層に発生する内陸地震の震源断

層のモデル化の基礎となる関係式で、それに基づき過去の地震の強震動記録を

再現できることが多くの研究者の研究で検証されてきた（例えば、地震調査委

員会強震動評価部会, 200828）; Morikawa et al., 201129））。 

 

震源断層からの強震動を評価するには、震源断層における不均質すべりが重要

な役割を果たしていることが、過去の地震の記録を再現することで、あきらか

になってきた。従来型の均質な震源断層モデルでは、被害を引き起こす破壊的

な強震動の予測はできない。島崎論文は、強震動予測には使えない均質震源モ

デルを正として、入倉・三宅(2001) 2)の論文を不当に非難し、観測データを用い

て１つ１つ検証されてきた強震動予測手法の信頼性を傷つけるものとなってい

る。強震動データを用いた 2016 年熊本地震の解析結果と入倉・三宅(2001) 2)式と

の比較など、詳細な分析を抜きにして、入倉・三宅(2001) 2)を誤りと主張するこ

とは、科学論文として相応しくないと考える。 

 

入倉孝次郎 
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